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1. Introduction 

The number of people who have passed the information 

technology engineers examination is increasing year by 

year. However, the shortage of IT human resources is 

increasing. [1,2] 

This study was triggered by the daily question of why 

the increase in the number of people who passed the 

information technology engineers examination did not 

contribute to solving the shortage of IT human resources. 

In Japan, the shortage of IT human resources is 

accelerating due to the spread of the new coronavirus 

infection. 

Under such circumstances, the study purpose was to 

investigate and analyze what goals IPA should aim to 

operate the information technology engineers 

examination system, and to propose improvement 

measures that contribute to expanding the base of IT 

human resources.  

 

2. Method 

The study method is described. 

First, a previous study survey was conducted, and the 

awareness of the problem was clarified by focusing on 

the previous study that argues that there are problems in 

qualifications and examinations for human resource 

development. 

Next, from the awareness of the problem, the hypothesis 

of this study is "In order for the information processing 

engineer examination system to be effective in 

developing IT human resources, the level 4 information 

technology engineers examination that can manage the 

IT business rather than advanced IT human resources. It 

is necessary to increase the number of successful 

applicants. ", And aimed at achieving the study purpose 

through the verification of the hypothesis. The study 

proceeded in the following order (1) to (4) in line with 

the awareness of the problem. 

(1) Investigate and analyze the actual situation of the 

information technology engineers examination   

system. 

(2) Survey and analyze the number of successful 

applicants (number of applicants) by level of the 

information technology engineers examination and 

the human resources who are considered important 

in IT human resources and want to be trained. 

(3) Consider new target indicators that will help solve 

the shortage of IT human resources. 

(4) Investigate and analyze the actual situation of IT 

qualification tests conducted in the world. 

Finally, we made four improvement measures that 

contribute to expanding the base of IT human resources, 

which is the result of this study, and four proposals as 

measures to increase the number of applicants. 

 

3. Conclusion 

The conclusions (4 improvement measures and 4 

recommendations) are summarized in the table below. 

Except for some measures that have already been 

implemented, such as expanding the application, this is 

a new description in this study. 
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Specific measures to increase the number of applicants

Chapter 3

Section 1 Item 1

○ (Partially

implemented)
①Public relations activities for regions and industries with a small

number of applicants
◎

②Collaboration with educational institutions
○ (Partially

implemented)
③Expansion of application of CBT and promotion of digitization

of pass certificates, etc.

○ (Partially

implemented)
④Promote collaboration with other organizations to increase the

reliability of skill evaluation
◎

◎

Chapter 3

Section 1 Item 3
◎

○ (Partially

implemented)
◎

○ (Partially

implemented)

Chapter 3

Section 1 Item 4

Application of license renewal system and additional consideration of work

experience conditions

Multilingual support (Other than Japanese)

Disseminate information on the mutual certification with the information technology

engineers examination both domestically and internationally and attract overseas IT

human resources.

Originality

Expansion of application of license renewal system other than SC (Registered

Information Security Specialist Examination)

Chapter 3

Section 1 Item 2

Increase not

only level 4

passers

(applicants) but

also level 3

passers

Foster managers who will lead the IT business (for example, the creation of a new

national qualification)

The target index is the predicted value of the number of applicants, which is

proportional to the growth rate of demand for IT human resources.

Sentence

number

Improvement measures to increase IT human resources
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第一章 はじめに 

第１節 所属組織と情報処理技術者試験について 

筆者は独立行政法人情報処理推進機構（以下，IPAa）に勤務しており，情報処理技術者

試験の運営を担当している． 

IPA は経済産業省所管の政策実施機関として 2004 年に発足し，IT 施策の一翼を担う活

動を推進してきた．IPA の役割は，「情報セキュリティ対策の実現」［１］，「IT 人材の育成」

［１］および「IT 社会の動向調査・分析・基盤構築」［１］の３つであり（図１），筆者の所属

する国家資格・試験部は，このうちの「IT人材の育成」を担っている．「IT人材の育成」

はさらに「サイバーセキュリティ人材を育てる」［２］，「IT イノベーション人材を磨き上げ

る」［２］および「IT 人材の知識・スキルを認定する」［２］の３つの役割に分かれており，情

報処理技術者試験は，「IT人材の知識・スキルを認定する」ための手段として IT企業bをは

じめ，ITを利用するユーザー企業cや教育機関等で活用されている． 

 

図１ 事業紹介（IPAホームページ［１］より転載） 

  

 
a Information-technology Promotion Agency, Japan の略称 
b ITを提供する側の企業のこと 
c ITを利用する側の企業のこと 

ITを取り塔く社会

IPA 
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情報処理技術者試験は「情報処理の促進に関する法律に基づき，経済産業省が情報処理

技術者としての知識・技能が一定以上の水準であることを認定する国家試験」［３］であ

る．「特定の製品やソフトウェアに関する試験ではなく，情報技術の背景として知るべき

原理や基礎となる知識・技能について，幅広く総合的に評価」［３］する．現在は 13の試験

区分を運営しており（図２），このうち，「ITパスポート試験」，「基本情報技術者試験」

および「情報セキュリティマネジメント試験」の３試験区分は CBT（Computer Based 

Testing）方式に移行している． 

 

図２ 試験区分一覧（IPAホームページ［４］より転載） 
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IPAは，IT人材の「人材像とその保有すべき能力や果たすべき役割（貢献）を整理した

共通の人材育成・評価のための枠組み」［５］として，『共通キャリア・スキルフレームワー

ク（以下，CCSFd）』を発行している．『CCSF』におけるレベルは，人材に必要とされる能力

及び果たすべき役割（貢献）の程度によりレベル１からレベル７までの７段階で定義する

（図３）． 

 

図３ 『CCSF』のレベル定義（IPA『CCSF』［６］より転載） 

 
d Common Career Skill Frameworkの略称 

レベル 定 義

レペル7 「高度な知識・スキルを有する世界四直用するハイエンドプレーヤ」

業界全体から見ても先進的なサーピスの開拓や事業改革、市場化などをリード

した経験と実績を有し、世界レベルでも広く認知される。

レペル6 「高度な知識・スキルを有する国内のハイエンドプレーヤ」

社内だけでなく業界においても、プロフェッショナルとしての経験と実績を有し、

社内外で広く認知される。

レペル5 「高度な知識・スキルを有する企業内のハイエンドプレーヤ」

プロフェッショナルとして豊冨な経験と実績を有し、社内をリードできる。

レベル4 高度な知識 ・スキルを有し、プロフェッショナルとして業務を遂行でき、経験

や実績に基づいて作業指示ができる。またプロフェッショナルとして求められる

経験を形式知化し、後進育成に応用できる。

レペル3 応用的知識 ・スキルを有し、要求された作業についてすべて独力で遂行できる。

レペル2 基本的知識 ・スキルを有し、 一定租度の難易度又は要求された作業について、

その一部を独力で遂行できる。

レベルl 情報技術に携わる者に必要な混低限の基碗的知識を有し、要求された作業に

ついて、 指導を受けて遂行できる。
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 情報処理技術者試験は，原則として『CCSF』に準拠した体系として設計されており，レ

ベル１が「ITパスポート試験」，レベル２が「基本情報技術者試験」，レベル３が「応用

情報技術者試験」，レベル４が「高度（プロフェショナル）試験」に対応している（図

４）．レベル５以上に対応する人材については，情報処理技術者試験の対象外としてい

る． 

 

図４ 『CCSF』のレベルと情報処理技術者試験の対応（IPA『CCSF』［７］より転載） 

 

第２節 情報処理技術者試験の活用事例 

 IPAホームページの情報処理技術者試験の活用事例［８］には，個人や企業がどのように情

報処理技術者試験を活用しているのか，また「高度（プロフェショナル）試験」（レベル４）

に合格した受験者がその後どのような活躍しているのか，が紹介されている．その一部を

引用し，情報処理技術者試験の特長を述べる． 

 

第１項 個人の活用事例（株式会社日本総合研究所インタビュー） 

「IT業界を目指されている方の中には，ひと口に情報と言っても範囲が広く，何を勉強
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して良いか分からない方も多いと思います．私自身，情報処理技術者試験を受けるまでは

何から勉強すべきかよく分からなかったのですが，基本情報技術者試験，応用情報技術者

試験の受験を経て，IT業界で必要な知識を体系的に身につけることができました．」［９］ 

何を勉強してよいか分からないところから，レベル２，レベル３とステップアップし，

知識を体系的に身につけた事例である．下位レベルの試験には，ITに興味を持つきっかけ

にする役割と上位レベルへの挑戦を促す役割が必要である． 

 

第２項 企業の活用事例（株式会社 NTTデータユニバーシティインタビュー） 

「NTTデータでは，Professional Career Development Program（略称 P-CDP）制度を設

けて専門分野ごとに人材像や成長の道筋を示し，知識，経験，技量の３方向から評価して

社内資格認定を実施しています．この制度を通して，社員一人ひとりの自律的な成長を支

援しています．この社内認定に際して，エントリーレベルの知識面の評価に応用情報技術

者試験や高度試験を活用しています．標準的な基礎知識の習得には情報処理技術者試験を

利用し，NTT データのノウハウは OJT と独自の研修メニューで伝達するのが，人材育成の

ベースとなっています．」［10］ 

情報処理技術者試験と企業独自の方法を組み合わせ，社内資格認定制度を構築している

事例である．企業の情報処理技術者試験の活用方法は，試験運営側の IPAにも参考とすべ

きことが多い． 

 

第３項 高度試験合格後の活用事例（株式会社野村総合研究所インタビュー） 

「アプリケーションエンジニアだった頃，未経験の高度試験（データベーススペシャリ

スト試験，ネットワークスペシャリスト試験）に挑戦し合格．その後，テクニカルエンジ

ニアの業務にアサインされましたが，ベースとなる知識をもって臨めたため，スムーズに

実践の知識・ノウハウを身に付けることができました．それによって成長を実感．さらな

る成長を求めて，新たな自己研鑽と新しい業務へ挑戦し続けることができました．」［11］ 

情報処理技術者試験の合格により実践の知識を身に付け，その後アサインされた業務を

スムーズに実施でき，さらに上位試験と新たな業務へ挑戦する意欲になったとの事例であ

る．このような好循環は，情報処理技術者試験の理想的な形といえる． 

 以上，IPA ホームページに掲載されている情報処理技術者試験の活用事例を紹介し，IT

に興味を持つきっかけにする，社内資格認定制度に活用する，および業務をスムーズに実
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施する知識のベースとするなどの特長を述べた． 

 IPAホームページの試験要綱eには，試験区分別に対象者像，業務と役割，期待する技

術水準などが記載されている．情報処理技術者試験を積極的に活用してもらうためには，

個人や企業が育成を目指す IT人材像と試験要綱の対象者像が一致することが望ましい．  

デジタル技術の進展とともに激しく変化するビジネス環境に対して出題内容を適時見直

し，個人や企業の期待に応える試験問題を提供し続けることが IPAには求められる． 

 

第３節 情報処理技術者試験制度を研究テーマに取り上げた背景 

情報処理技術者試験の合格者は，試験制度改定に伴う増減はあるものの年々増加傾向を

示しており（図５），令和２年度は約 12万人の合格者を発表した（令和３年度の合格者数

は CBT 方式で実施している試験を含んでおらず，途中経過を示す）．一方，経済産業省は

2018年から 2030年の間に IT人材の増加は約 10万人にとどまり，2030年に最大で約 79万

人の IT人材が不足すると発表している（図６）． 

 

図５ 『統計資料』（IPAホームページ［12］より転載） 

  

 
e 試験の対象者像，試験時間，出題形式，出題数・解答数など，現行制度の情報処理技術

者試験に関する骨格をとりまとめたもの 
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図６ 『IT人材需給に関する調査』（経済産業省ホームページ［13］より転載） 

 

 情報処理技術者試験は，「情報処理技術者としての知識・技能が一定以上の水準である

ことを認定する」［３］試験であることから，合格者が増えれば IT人材の不足解消に寄与す

るはずである．ところが，経済産業省の試算結果は，今後も IT人材の不足はますます拡

大するというものである．なぜ，情報処理技術者試験の合格者の増加が IT人材の不足解

消に寄与していないのか．日頃の疑問を明らかにし，IT人材不足の解消に貢献したいと

いう思いが本研究に取り組む背景となっている． 

 

第４節 先行研究調査 

 過去の研究では，資格・試験の取り方や活かし方について述べたものが多く，資格・試

験そのものの有効性に焦点をあてた研究は少なかった．本節では，本研究との関連性が高

い５つの論文について，人材育成に対して資格・試験が有効であると論じる先行研究を第

１項で，人材育成に対して資格・試験に課題があると論じる先行研究を第２項で取り上げ，

各々調査した結果を述べる．さらに IPAが情報開示または発行している資料のうち，本研

究との関連性が高い『第四期中期目標』と『IT人材白書』について調査・分析した結果を，

それぞれ第３項と第４項で述べる． 
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第１項 人材育成に対して資格・試験が有効であると論じる先行研究 

 千脇（2018）［14］は「情報処理技術者試験の活用で得られる広範な知識が人材育成に必要

であるとする企業が多く，ユーザー企業では，その割合が顕著であった」と述べている．

IPA の考える情報処理技術者試験制度を実施する目的やポイントが，千脇（2018）から理

解できるが，なぜ企業において情報処理技術者試験の活用の割合が高まっているのかにつ

いて，その根拠を深く分析していない． 

谷田・山地（2012）［15］は「資格取得へ取り組む意義として，合格・不合格の結果を得る

だけでなく，学習することや取り組みのプロセスに対する位置付けを再確認する機能があ

る」と述べている．また，「成就したことや学習への評価を資格取得の取り組みの意義とし

て位置付けた生徒は，学習の量に対する認識を変化させ，重要視するようになっている」

との分析結果を述べている．谷田・山地（2012）が述べるような情報処理技術者試験の下

位レベルの合格が上位レベルへの挑戦に繋がっているのかどうかについては，次章（第二

章，第２節）で述べる． 

江見・ 奥田（2014）［16］は，2001年度と 2011年度の地域別の情報処理技術者試験の合格

者数を調査しており，近畿圏だけが減少していると述べている．レベル２から，「レベル３

やレベル４へ段階的に受験していく都道府県とそうでないところがでてくる」と述べ（近

畿圏は前者），近畿圏では「レベル２の能力さえ身につけると職にありつけるという状態で

はない」と原因分析している．地域別の調査・分析は，情報処理技術者試験の広報活動を

効率的に行う場合に重要であり，筆者も地域別の合格者数を調査・分析している（第三章，

第３節，第１項）． 

以上３つの論文は，資格取得が人材育成に対して有効であると論じているが，「なぜ，情

報処理技術者試験の合格者の増加が IT 人材の不足解消に寄与していないのか」という疑

問を解消するものは無かった． 

 

第２項 人材育成に対して資格・試験に課題があると論じる先行研究 

塩川・長谷部（2018）［17］は「大学における学生の資格取得の意義は基礎学力を有してい

ることの担保と学生の学習意欲の喚起・向上の２つである」と述べている．資格取得が教

育効果を高める手段になるが，幾つかの課題があるとも述べている．それは「資格と単位

認定との整合性」，「履修計画の乱れ」および「費用対効果の問題」であり，そのうち「資

格と単位認定との整合性」では，教育の信頼性について触れられている．教育の信頼性は
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情報処理技術者試験におけるスキル評価の信頼性にあてはまる課題であり，評価（第三章，

第２節）において述べる．  

三木（2018）［18］は，通信分野の資格制度のうち，無線従事者制度に焦点を当てて４つの

課題を述べている．４つの課題とは，「高度な設備やシステムへの対応」，「技術の変化への

対応」，「無線通信技術以外の技術の知識を併せ持つ人材の育成」および「免許更新制の検

討」である． 

１つめの「高度な設備やシステムへの対応」は，現在のデジタル化や自動化の高度な「設

備やシステムを作る技術者に必要な能力を担保する上で，十分進化していない」と述べら

れており，２つめの「技術の変化への対応」は，「ネットワーク化とソフトウェア化の進ん

だ最近の無線通信システムに対応していない」と述べられている．すなわち，無線従事者

制度は，近年の技術動向や環境変化に対応していないということである．また，３つめの

「無線通信技術以外の技術の知識を併せ持つ人材の育成」は，「従来のような電波に閉じた

人材育成のみならず，無線通信技術に加えて IP／Web関連技術の知識を併せ持つ人材，無

線技術と有線技術を融合した高度複合技術の知見を有する人材，ソフトウェア技術者等を

戦略的に育成していくことが重要である」と，総務省における議論の内容を引用して資格

制度の見直しを求めている．これは，既存の技術に閉じず，新たな技術を学ぶことを求め

ているとともに，無線通信技術以外（例えば，有線技術）の知識も必要であることを述べ

ている．４つめの「免許更新制の検討」は，現在の無線従事者資格が免許更新制を採用し

ていないため，「免許証を得た後も新たな知識の取得が不可欠」としており，３つめの課題

と同様，新たな技術を学ぶことの必要性を述べている． 

情報処理技術者試験制度は通信分野の関連資格であるので，無線従事者制度に対する今

後の課題は，情報処理技術者試験制度にもあてはまる．本研究では，三木（2018）が「な

ぜ，情報処理技術者試験の合格者の増加が IT人材の不足解消に寄与していないのか」とい

う疑問を解消する糸口になると考え，特に焦点を当てて調査・分析することにした．結果

は次章で述べる． 

  

第３項 IPAが情報開示する『第四期中期目標』に関する調査 

 独立行政法人である IPAは，独立行政法人通則法に基づいて定められた期間において達

成すべき業務運営に関する目標（以下，中期目標）を定め，公表することになっている． 

『第四期中期目標』の対象期間は，平成 30年４月（2018年度）から令和５年３月（2022
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年度）までの５年間である．情報開示されている『第四期中期目標』において，情報処理

技術者試験に関連した記載箇所は次の通りである（図７）． 

 

図７ 『第四期中期目標』（IPAホームページ［19］より転載） 

 

『第四期中期目標』では，情報処理技術者試験の活用割合は毎年度 55％以上を目指す

ことになっているが，過去の実績を調べてその推移をグラフにしてみると（図８），2016

年度時点で既に目標を達成しており，2018年度から始まる『第四期中期目標』の指標と

するには低く見積もり過ぎている． 

 

図８ 情報処理技術者試験の活用割合 

（IPA『IT人材白書』［20］，IPA『令和 2年度業務実績報告書』［21］を基に筆者作成）  

２．高度な能力を持つＩＴ人材の発掘・育成・支援及びネットワーク形成とＩＴ

　人材の裾野拡大に向けた取組の強化

（中略）

（２）ＩＴ人材の裾野拡大

　・ＩＴを取り巻く環境変化を踏まえた情報処理技術者試験及び情報処理安全確保支援士試験の実施

　　並びに応募者数の増加に向けた取組の実施

　・アジア諸国における情報処理技術者試験との同等性に関する相互認証及び相互認証に基づくアジ

　　ア共通統一試験の実施

【指標】

（中略）

＜指標４：情報処理技術者試験制度の活用（上記２．（２）関連）＞

　ＩＴ人材の裾野拡大を図るため、ＩＴを提供する側だけでなく、ＩＴを利用する側も含めた企業に

　おける情報処理技術者試験の活用割合について、毎年度、５５％以上を目指す。

　［指標水準の考え方］

　　情報処理技術者試験の活用割合（平成２６年度から２８年度の直近３か年平均５４．３％）から

　　５５％以上と算定。なお、ＩＴに係る最新の動向を踏まえた試験内容に適宜更新等を行うことで、

　　企業における認知度を向上させ、活用割合を確保する。
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第４項 IPAが発行する『IT人材白書』に関する調査 

IPAでは 2008年度以降，「IT業界や IT人材に関する調査を実施し，その調査結果を『IT

人材白書』としてまとめ，毎年発行」している．2020 年８月に発行された『IT 人材白書

2020』では，次のような興味深いアンケート結果が掲載されている（図９，図 10）． 

 

図９ ユーザー企業の IT人材のレベル【過去４年間の比較】 

（IPA『IT人材白書』［22］より転載） 

 

 

図 10 ユーザー企業の IT人材の“質”に対する不足感【過去５年間の変化】 

（IPA『IT人材白書』［23］より転載） 

 

ユーザー企業の IT人材のレベルは，過去４年でほとんど変わっておらず，約４分の３

がレベル３以下であることが図９から分かる．また図 10は，ユーザー企業の IT人材の”

質”に対する不足感について過去５年間の変化を示したもので，約 90％が「不足してい

る」と回答している．従って，レベル３以下の IT人材が約４分の３を占める現状を，ほ

とんどのユーザー企業は”質”が不足していると感じており，レベル４以上の（高度な知

識・スキルを有する）IT人材を求めていることが推測できる． 

ー ユーザー企業のIT人材のレペル【過去4年の比較】 無回答を除く
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それでは，ユーザー企業が求めるレベル４以上の IT人材とはどのような人物であろう

か．『IT人材白書』では，「ユーザー企業が今後，重要と考え育成していきたい人材」［22］

についてアンケート結果を掲載している（図 11）．従業員規模により差はあるが，いずれ

も「IT戦略策定・IT企画，IT投資案件のマネジメント人材」［22］の割合が最も高い．す

なわち，ユーザー企業が求めているレベル４以上の IT人材とは，通常思い浮かべる先端

的な IT領域fに精通した人材を求めているわけではなく，ITを活用した事業（以下，IT

事業）をマネジメントできる人材を求めていることが推測される． 

 

図 11 ユーザー企業が今後，重要と考え育成していきたい人材【従業員規模別】 

（IPA『IT人材白書』［22］より転載） 

 

第５節 問題意識 

 先行研究調査の結果により，顕在化した問題意識をまとめると次の３つになる． 

（１） 三木（2018）が無線従事者資格に対して挙げた次の４つの課題は，情報処理技術者

試験に対しても当てはまる課題か． 

① 高度な設備やシステム（ハード面）への対応 

② 技術の変化（ソフト面）への対応 

③ 無線通信技術以外の関連技術の知識を併せ持つ人材の育成 

④ 免許更新制の検討 

（２） 「情報処理技術者試験の活用割合について，毎年度，55％以上を目指す」［19］とす

る『第四期中期目標』の指標は低く見積もり過ぎていないか． 

（３） ユーザー企業が求めているレベル４以上の IT 人材とは，先端 IT 人材を求めてい
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るわけではなく，IT事業をマネジメントできる人材を求めているのではないか． 

 

第６節 研究目的と意義 

第１項 研究目的 

 前述（第５節）の問題意識から，「情報処理技術者試験制度が IT人材の育成に効果をも

たらすためには，先端 IT人材よりも IT事業をマネジメントできるレベル４の情報処理技

術者試験の合格者を増やす必要がある」を仮説として設定した． 

 また，仮説の検証を通じて「IPAがどのような目標を持って情報処理技術者試験制度を

運営すべきかを調査・分析し， IT人材の裾野拡大に寄与する改善策を提案する」ことを

研究目的とした． 

 

第２項 研究意義 

IPAが発行する『IT人材白書』のアンケート結果によると，ユーザー企業における IT

人材育成施策の方法として，社外の研修やセミナー，OJT，自主的な外部講座，資格取得

（情報処理技術者試験が含まれる）および社内勉強会・コンテストなどが行われている． 

このうち資格取得は，情報処理技術者試験のような国家試験だけでなくベンダー資格な

どの民間試験も含まれ，IT人材育成施策の方法は多岐に渡ることが分かる（図 12）． 

 

図 12 DXに対応する人材を育成するための実施状況（IPA『IT人材白書』［24］より転載）  

最も実施されている人材育成の内容は「社外の研修やセミナー」
0% 25% 

育成カリキュラムとして社外の研修やセミナー・
（一斉授彙の形式で行うもの）を用意し、受請させているl

特定の育成カリキュラムなどはなく、 ＇
実業務を通じた経験が中心(OJT)

鸞鼎協蹟諸罪翌窟黙：一 26.7

育成角9度として資格取得の推奨や支援を行っている - !23.8

社外のコミュニティ活動、勉強会、コンテストヘの参加や
教育機閲への留学などの支援を行っている※除く学＾

. 2 云活動 ．．．．．． 頌

社内で勉強会やコンテストなどを通宜開催している- 18.~
育成カリキュラムとして社内の研修やセミナ ' 

（一斉授彙の形式で行うもの）を用意し要請させてい;~152
育成制度として自社以外の企集への出向や留載などによる実務経験の場を用意している ~ 6.5
学会活動への参加の推奨や支援を行っている . 5.6

上記以外の方法で、自社で独自に実施していること 10.6

育塁it令t、浜！器農忍は翌念't;).... 19担

38.1 

35.2 

50% 75% 

N=341 
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一方，ユーザー企業が IT人材のスキル把握のために利用しているものは「自社の独自

基準」［25］と「情報処理技術者試験」［25］がほとんどである（図 13）．「自社の独自基準」は

他社との相対的な比較ができないことから，客観的な IT人材のスキル把握においては情

報処理技術者試験が優位であることを示唆している．IT人材育成施策の方法は多岐に渡

るが，スキル把握に優位性がある情報処理技術者試験に着目した本研究は，IT人材のス

キルを客観的に把握し，その底上げを図る施策を検討するうえで意義があると考えてい

る． 

 

図 13 IT人材のスキル把握のために利用しているもの 

（IPA『IT人材白書』［25］より転載） 

 

次に，本研究と地域との関わりについて述べる．図 14は，総務省が 1,788の都道府県･

市区町村に対して，2019年度末時点における ICT／IoT活用の有無等に関するアンケート

調査を実施したもので，1,718団体（96.1％）の回答結果である．ICT／IoTの利活用を進

めるうえで，想定される課題として最も多い回答が「予算の制約」（80.3％）であり，そ

の次が「人材の不足」［26］（71.2％）である．IT人材の育成は，国だけでなく地域におい

ても課題の解決のために取り組む必要がある．従って，人材の不足が解消しない地域があ

ると地域間の格差が広がることになる．情報処理技術者試験制度の有効活用により IT人

材の裾野を拡大しようとする本研究は，自律的で持続的な社会を創生することを目指す

IT人材のスキルは「自社の独自基準」と「情報処理技術者試験」
で把握 0% 25% 50% 75% 

自社の独自基準
！ 

呻碩校錆奮試験！

畑忠盟5験9悶り~賢ヽ
<*~~===ばぢ;~炉

ITスキル標準 (ITSS/ITSS+) ~口竺ユ12.4
情翰システムユーザースキル櫂準(UISS) ~竺ピ竺とコ12.4

綽込みスキル櫂準(ETSS)炉o.e 
1 コンピテンシディク泊ナリ(ICD) ~塁匹

共遍キャリア・スキルフレームワーク(CCSF)世
4.0 

その他~令.e

182.7 

■ 300 名以下(N•287) □ 301名以上1,000名以下(N-208)

-
9

9[

9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
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□ 1,001名以上(Nー177)
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個々の地域において意義があるものになると考えている． 

 

 

図 14 『地域 IoT実装状況調査（令和２年度）』（総務省ホームページ［26］より転載） 

 

 地域において IT人材不足を課題として抱えるのは自治体だけではなく，中小企業も同

様である．ところが，従業員規模が大きい企業に比べて小さい企業は，IT人材の”質”

に対する不足感を持つ割合が低くなる（図 15）．中小企業庁は「感染症流行により，中小

企業のデジタル化に対する意識が高まった」［27］が，「デジタル化推進に向けては，アナロ

グな文化・価値観の定着といった組織的な課題や明確な目的・目標が定まっていない」

［27］と指摘している．情報処理技術者試験制度を普及させ，IT人材を増やそうとする本

研究の取り組みは，地域の中小企業に対して IT人材の必要性を認識させ，デジタル化に

よる地域経済の活性化を支援できるものと考えている． 

なお，情報処理技術者試験の応募者数の少ない地域や業種に対する広報活動など，応募

者数を増やすための具体的な施策は，今後の課題（第三章，第３節）で述べる． 

 

loT実装に向けた地域の課題（実装を阻む「壁」 ） 

■ 課題は主に、 「予算の制約」、 「人材の不足」 、 「情報の不足」、 「推進体制の未確立」。
■ 地域におけるICT/loT利活用を推進するためには、これらの課題への対応策を講じること
が必要。

【ICT/loT利活用を進める上で想定される課題】

I問 ICT/loTを利活用した事業を進める上で、当面の課題 ・障害と想定されるものは何でし ょうか。1

令和2年度調査

（団体）

財政が阪しい

担当する人員が足りない

~ 
具体的な利用イメージ・用途が明確でない

どういった方法が可能が分からない 689(40.1%) 

一 主導する人物・団体等が不在 675(39.3%) 

関係各団体のニーズや各種の分揖条件等がまとまりにくい S26(30.6%) 

遍切なICTペンダー・サービス等が見つltlこ“、--409(23.8%) 
揖準化等が進んでいない部分があり、採用U芯、一 373(21.7%)

住民のIll舷が得1芯、一176(10.2%)

嗣度・法令の制約が大a、一172(10.0%) 

1380(80.3%} 

1223(71.2%) 

1006(58.6%) 

■ N• l718 
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図 15 ユーザー企業の IT人材の“質”に対する不足感【従業員規模別】 

（IPA『IT人材白書』［23］より転載） 

 

第７節 研究方法 

 研究は，前述の３つの問題意識に沿って行うため，下記（１）～（４）の順に進め，そ

の過程で仮説の検証に取り組んだ．研究結果は次章（第二章）で述べる．また，その研究

結果により考察した改善策，評価および今後の課題は，最終章（第三章）で述べる． 

（１）第５節（１）で述べた４つの課題について，現行の情報処理技術者試験制度の実態

を調査・分析する． 

（２）第５節（３）で述べたアンケート結果から導いた内容について，事実関係を明らか

にするため，現行の情報処理技術者試験のレベル別合格者数（応募者数）の実態，

および IT人材で重要と考え，育成したい人材について，さらに調査・分析する． 

（３）上記（２）の実態調査・分析の結果に基づき，将来の情報処理技術者試験のレベル

別合格者数（応募者数）を予測する（IT人材不足の解消を促進する新たな目標指

標を検討するため）． 

（４）世界で実施される IT資格試験について，実態を調査・分析する（IT人材を確保す

るための施策や海外 IT人材の活用を検討するため）． 

  

ー ユーザー企業のIT人材の“賢に対する不足感 ［従業員規模別1

全体(N=821)

300名以下(N=367)

301名以上1,000名以下(N=249)

1,001名以..l:.(N=205)

0% 

■大幅に不足している

25% 

バ知

やや不足している

50% 75% 100% 

四

卓

匹

□特に不足はない
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第二章 研究結果 

第１節 情報処理技術者試験制度の４つの課題に対する実態調査・分析 

 前章にて，人材育成に対して資格・試験に課題があると論じる三木（2018）は，次の４

つの課題を指摘している． 

（１）高度な設備やシステムへの対応 

（２）技術の変化への対応 

（３）無線通信技術以外の技術の知識を併せ持つ人材の育成 

（４）免許更新制の検討 

 このうち，上記（１）～（３）については，IPAホームページにおいて図 16の掲載が

あり，「幅広い分野から，近年の技術動向，環境変化を踏まえ出題」や「環境変化に対応

できる人材に」などの表記から，課題への対応が行われていることが分かる． 

 

 

図 16 試験のメリット（IPAホームページ［28］より転載） 

 

 さらに検証を行うため，過去試験の出題範囲の改訂履歴を調査した．図 17は，2019年

11月 5日に改訂したシステム監査技術者試験の出題範囲の変更箇所（赤字）である．第 4

次産業革命関連技術（AI，ビッグデータ，IoT）などの新技術への対応やセキュリティの

強化への必要性から改訂されたものであり，近年の技術動向や環境変化などが反映され，

上記（１）と（２）の課題に対応した変更が行われていることを確認できる． 

書辛叫鰤囀廿喝粗尋 41 
● IT技術 ，ヽ＼ 技術の発展
アルゴリズム、プログラミング、システム構成要素、 1 、
ァータペース、ネットワーク、組込みシステム・・・

． ：：ノステム開発・サービス提供等

悶互誓夕界温冒：入空磨盆i~:--:-ビス日 l 化
!~ 瓢

●安全で効果的なITの導入、利活用
情報セキュリティ（技術・管理等）、事業でITを活かす
知識儲営戦略、法務等）…
~~~ ＇ 幅広い分野から、近年の技術動IPJヽ
• 環境変化を踏まえ出題 ~ 
［ 需要変化への適応力が高まリ、企業競争力の強化に J 
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図 17 『試験要綱 Ver.4.4 変更箇所表示版』（IPAホームページ［29］より転載） 

 

 上記（３）の課題である「無線通信技術以外の技術の知識を併せ持つ人材の育成」につ

いて，「情報処理技術以外の技術の知識を併せ持つ人材の育成」と読み替えて調査したと

ころ，情報処理技術者試験の全ての試験区分において，「プロジェクトマネジメント」［30］

や「サービスマネジメント」［30］といったマネジメント系や「システム戦略」［30］，「経営戦

略」［30］および「企業と法務」［30］といったストラテジ系の出題が，情報処理技術（テクノ

ロジ系）と併せて出題されており，課題への対応が実施済みであることを確認できた（図

18）． 

  

Iシステム監査技術者試顧

1 情報システム ・組込みシステム ・通信ネットワークに関すること

経営一般，情報戦略，情報システム （アプリケーションシステム，ソフト ウェアパッケージ，

クラウドコンピューティング，モパイルコンピューテ ィング1.ピッグデータ. AI Iなどを含

む），組込みシステムI(IoTを含む）I, 通信ネットワーク（インターネット，有線及ぴ無線
LANなど），ソフ トウェアライフサイクルモデル，プロジェクトマネジメン ト，ITサービス

マネジメン ト，インシデン ト管理，情報システム リスク管理，品質管理，情報セキュリ ティ

マネジメント及び情報セキュリ ティ 関連技術 （不正アクセス対策，サイバー生墨|セキュリテl
日対策，マルウェア対策などを含む），車業継続管叫，デジタルトランスフォーメーションI

且 など

2 システム監査の実践に関する ごと

ITガパナンス，IT就制，惜報システムや組込みシステムの企画 ・開発 （アジャイル開発を含

む） ・ 運用 • 利用 ・ 保守フェーズの監査， 外部サー ピス管理の監査，車業継続管理の監査， 人

的安源管理の監査， ドキュメン ト管理の監査，システム開発プロジェク トの監査，情報セキ

ュリ ティ監査， 個人情報保護監査， 他の監査（会計監査，業務監査ほか）との連据 ・調整
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図 18 『試験要綱 Ver.4.8』（IPAホームページ［30］より転載） 

 

環境の変化や情報処理技術以外の知識を問う出題がされたとしても，それが実務で活用

できるものでなければ意味がない．IPAでは「IT現場の第一線で活躍する専門家約 450名

の試験委員が，最新の技術動向やビジネス環境変化等を的確に踏まえつつ，実務に沿った
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試験問題を作成」gする運営が行われていることから，実務と乖離した出題にならないよ

う考慮されていることも確認できた（図 19）． 

 

図 19 試験のメリット（IPAホームページ［32］より転載） 

 

 上記（４）の課題である「免許更新制の検討」については，13の試験区分のうち情報

処理安全確保支援士試験のみが実施済みである．具体的には，情報処理安全確保支援士試

験の合格後，申請により情報処理安全確保支援士に登録することができ，定められた講習

を３年に１回受講することにより，資格を維持できる制度となっている（図 20）． 

他の 12の試験区分については，免許更新制を適用していない． 

 

図 20 情報処理安全確保支援士（登録セキスペ）の受講する講習について 

（IPAホームページ［33］より転載） 

 以上，情報処理技術者試験制度の４つの課題に対する実態調査・分析の結果，４つのう

 
g 『令和元年度業務実績報告書』（IPAホームページ［31］より引用） 

試験委員の
従事業務

【語習受語サイクル】

共過這習

（オンライン譴習）

｛年辰別）

■情報戦略・システム企画

• システム設計・開発

■システム管理・運用・保守

■プロジェクト管理

• システム監査

■システム利活用・情報化推進

■教育・調査・研究 ・模準化等

3年目の登鐸更新申請期限

（登録更新期限の60日犠）
まてに受漏完了する必嚢が

あります．

• . このサイクルが続く

fIPAJ沢テう実践謙習Jまたは「民間事業者等が行う特定請習」を

3年間のいずれかの年に1回受講

登 El
更新日

(4/1または10/1)
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ち３つについては課題に対して対応が行われていることを確認したが，残りの１つ（免許

更新制の検討）については改善が必要であることが分かった． 

 

第２節 レベル別合格者数（応募者数）と IT人材像に関する調査・分析 

 図 21 は，IPA ホームページに掲載の『統計資料（令和３年度）』を基に，情報処理技術

者試験のレベル別合格者数推移（平成 24 年度～令和元年度）をグラフ化したものである

（新型コロナウイルス感染症の影響により試験を一部中止した令和２年度は，対象から除

外した）． 

 情報処理技術者試験の全体の合格者数は増加傾向を示しているが，レベル別に分解する

と増加傾向を示しているのは「ITパスポート（レベル１）」と「基本情報（レベル２）」だ

けであり，「応用情報（レベル３）」と「高度試験（レベル４）」は横ばい傾向である． 

前述（第一章，第３節，第４項）の『IT人材白書』の調査において，ユーザー企業はレ

ベル４以上の（高度な知識・スキルを有する）IT人材を求めていると推測したが，実態は

レベル４だけでなく，レベル３の合格者も増えていないことが分かった． 

 

図 21 情報処理技術者試験レベル別合格者数 

（IPA『統計資料（令和３年度）』［34］を基に筆者作成） 

  

情報処理技術者試験レベル別合格者数

140,000人

120,000人

100,000人

80,000人

60,000人

40,000人

20,000人

0人

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

--ITバスポート（レペル!)--情報セキュリテでマネジメント（レペル2)--基本情報技術者（レベル2)--応用情報技術者（レペル3)--高度（レベル4)--全体
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図 22 は，IPA ホームページに掲載の『統計資料（令和 3 年度）』を基に，情報処理技術

者試験のレベル別応募者数推移（平成 24年度～令和元年度）をグラフ化したものである． 

 情報処理技術者試験の全体の応募者数は増加傾向であり，「IT パスポート（レベル１）」

と「基本情報（レベル２）」は増加傾向，「応用情報（レベル３）」と「高度試験（レベル４）」

が横ばい傾向となる結果は，合格者数（図 21）と同じ結果であった． 

 

図 22 情報処理技術者試験レベル別合格者数 

（IPA『統計資料（令和３年度）』［34］を基に筆者作成） 

 

以上の結果から，「高度試験（レベル４）」だけでなく，「応用情報（レベル３）」の合格

者数（応募者数）も増えていないことが分かった． 

つづいて，IT 人材で重要と考え，育成したい人材の実像について調査・分析する．『DX

白書』hでは，日米両企業に尋ねた「デジタル事業に対応する人材で重要と考え，育成した

い人材」のアンケート結果を掲載している（図 23）。日米企業とも，「プロダクトマネージ

ャー」［35］が１位で最も割合が高く（日本企業が 42.3％，米国企業が 40.7％），最も重要で

育成したい人材の１位と回答している．第２位は，日本企業が「ビジネスデザイナー」［35］

（25.3％），米国企業が「テックリード」［35］（19.8％），次いでビジネスデザイナー（12.5％）

 
h 『DX白書』は，『IT人材白書』や『AI白書』などの従来の IPA刊行物を統合して，

2021年 12月に発行 

情報処理技術者試験レベル別応募者数

600,000人

500,000人

ビ

400,000人

300,000人

200,000人

~ _.) 
|甚本情報（レヘル2)I 

100,000人

I ITパスポート（レベルI)I 
0人

I 情報セ和リティマネジメント（レベル2)I 
2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

—ITパスポート（レペル 1) 一~情報セキュリティマネジメント（しベル 2) 一基本情報技術者（レペル,, _一応用情報技術者（レペル 3) 一高度（レベル,, _ー全体
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となっている． 

 

図 23 デジタル事業に対応する人材で重要と考え，育成したい人材（１位） 

（IPA『DX白書』［35］より転載） 

 

「プロダクトマネージャー」や「ビジネスデザイナー」がどのような人材であるのか

は，『DX白書』において図 24のように記載されている．すなわち，ユーザー企業が求め

るレベル４以上の IT人材とは，先端的な IT領域に精通したエンジニアではなく，デジタ

ル事業を主導するリーダー格の人材や企画・立案・推進等を担う人材が求められている． 

 

図 24 デジタル事業に対応する人材（IPA『DX白書』［36］より転載） 

 

 以上の結果から，ユーザー企業iは先端 IT人材を求めているわけではなく，IT事業を

 
i 『DX白書』の調査では，IT企業も 7.5％の割合で含まれる． 

ー デジタル事業に対応する人材で重要と考え育成したい人材(l位）

0% 20% 40% 60% 

日本(n=518) 42.3 25.3 

米国(n=369) 40.7 12.5 19.8 

ロプロダクトマネージャー ロピジネスデザイナー
ロデータサイエンティスト ロ先瀧技術エンジニア
ロエンジニア／プログラマ

80% 100% 

2.4 

8.7 I 8.7 TT7.3 

ロテックリード
□ UI/UXデザイナー

圃翫墨鱈~デジタル事業に対応する人材

職種（人材名） 説明

ブロダクトマネージャー デジタル事業の実現を主導するリーダー格の人材

ピジネスデザイナー デジタル事業（マーケティング含む）の企画・立案 ・推進等を担う人材

テックリー ド（エンジ.::.ア リング
デジタル事業に関するシステムの設計から実装ができる人材

マネージャー、アーキテク ト）

データサイエンティスト 事業・業務に精通したデータ解析・分析ができる人材

先端技術エンジニア 機械学習、ブロックチェーンなどの先進的なデジタル技術を担う人材

UI/UXデザイナー デジタル事業に関するシステムのユーザー飼けデザインを担当する人材

エンジニア／ブログラマ
デジタル事業に関するシステムの実装やインフラ構築、保守 ，運用 セ`キュリティ等

を担う人材

※デジタル事業とはAI(人工知能）やloT、ピッグデータをはじめとするデジタル技術を活用した事業を示す
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マネジメントできる人材（『IT人材白書』の調査より）もしくはデジタル事業を主導する

リーダー格の人材や企画・立案ができる人材（『DX白書』の調査より）を求めていること

が分かった． 

 

第３節 情報処理技術者試験レベル別合格者数（応募者数）の将来予測 

図 25は，2012年度から 2019年度までの合格者数の実績を基に，2020年度から 2030年

度までの合格者数を予測したグラフである．回帰分析を用いたため，予測は実績を基に算

出した近似直線（回帰直線）となっている． 

情報処理技術者試験の全体の合格者数は，過去の実績が増加傾向を示していることか

ら，将来の予測も増加傾向を示しているが，「応用情報（レベル３）」と「高度試験（レベ

ル４）」の予測は徐々に減少する傾向を示している． 

 

図 25 情報処理技術者試験合格者の将来予測（回帰分析による算出） 

（IPA『統計資料（令和３年度）』［34］を基に筆者作成） 
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図 26は，2012年度から 2019年度までの応募者数の実績を基に，2020年度から 2030年

度までの応募者数を予測したグラフである．図 25と同様，回帰分析を用いたため，予測

は実績を基に算出した近似直線（回帰直線）となっている． 

 情報処理技術者試験の全体の応募者数は，過去の実績が増加傾向を示していることから，

将来の予測も増加傾向を示しているが，「応用情報（レベル３）」と「高度試験（レベル４）」

の予測は徐々に減少する傾向を示している．減少傾向は合格者数（図 25）と同じであるが，

その減り幅は合格者数よりも大きくなる． 

 

図 26 情報処理技術者試験応募者の将来予測（回帰分析による算出） 

（IPA『統計資料（令和３年度）』［34］を基に筆者作成） 

 

 以上，情報処理技術者試験レベル別合格者数（応募者数）の将来予測の結果から，『第

四期中期目標』の指標を既に達成済みであることにより何の手立ても講じなければ，「応

用情報（レベル３）」と「高度試験（レベル４）」の合格者数（応募者数）は今後も減少し

続けると予測される． 
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減少 

情報処理技術者試験応募者の将来予測（回帰分析による算出）
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第４節 世界（米国／アジア）で実施される IT資格試験の実態調査・分析 

 日本は，今日，世界と比べて DXが遅れていると言われている．世界で支配的影響力を持

つ巨大 IT企業は，米国に集中しており，『DX白書 2021』では日米差に大きな開きがあるこ

とが示された．情報処理技術者試験は，日本国内に限定して実施しているが，世界で実施

される IT資格試験はどのような特徴があるだろうか．また，国内 IT人材を増やすために

海外 IT人材を活用する手立てはあるだろうか．この２つを論点として設定し，研究目的を

達成するため，世界（特に米国）で実施される IT資格試験について調査・分析を行った． 

表１は，米国において IT人材の給与と IT資格との相関関係を調査・分析し，資格保有

者の平均年収をランキングしたもので，年収に直結し，人気の高い国際的な IT資格が列挙

されていると考えることができる．その特徴は，次の３つである． 

（１）ベンダー資格（個別製品・サービスに対応した IT資格）が多い（水色）． 

（２）ベンダー資格以外では，免許更新制または実務経験を条件とする資格が多い（緑色）． 

（３）ほとんどの IT資格は多言語をサポートしており，世界への普及を意識している． 

 上記３つの特徴を情報処理技術者試験と比較した場合，（２）と（３）は検討の余地があ

るといえる．すなわち，（２）は３年ごとに更新手続きを行っている情報処理安全確保支援

士以外は，免許更新制を適用していない．また（３）は，日本語のみの試験実施のため，

多言語をサポートしておらず，国際的な IT資格との隔たりが大きいことが分かった． 
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表１ 稼げる資格ランキング Top15 2021 

（米グローバルナレッジ社ホームページ［37］をより転載し，説明と技術分野を筆者追記） 

 

 

つづいて，海外 IT 人材を活用する手立てを見つけるため，アジア各国で実施される IT

資格試験について，実態調査・分析を行った．IPA では，「国境を越えた質の高い IT 人材

の確保，流動化を図る必要性」［38］から，情報処理技術者試験とアジア各国の試験制度との

相互認証を，２通りの方法で行っている．１つは「IT試験を国家試験として独自に実施し

ている国・地域（インド ，シンガポール，韓国，中国，台湾）」［39］との相互認証であり，

もう１つは ITPECj（ITプロフェッショナル試験協議会）が運営する情報処理技術者試験を

ベースとした「アジア共通統一試験として IPAの協力の下で試験を実施している国（フィ

リピン，タイ，ベトナム，ミャンマー，モンゴル，バングラデシュ）」［39］との相互認証であ

る． 

前者は，IT試験が国家試験として既に存在し，実施されている国であり，IPAが求める

要件に一致する場合，覚書を取り交わし，情報処理技術者試験と各国の IT試験の出題範囲

等が同等レベルであることを相互認証するものである（図 27）． 

後者は，IT試験が国家試験として存在していない国であり，IPAが求める要件に一致す

る場合，覚書を取り交わし，情報処理技術者試験をベースとしたアジア共通統一試験を，

 
j Information Technology Professional Examination Councilの略称 

順位 資格 説明 技術分野

1 Google Certified Professional Data Engineer GCP（Google Cloud Platform）の設計に関するスキルを証明（ベンダー資格） クラウド

2 Google Certified Professional Cloud Architect GCP（Google Cloud Platform）の設計に関するスキルを証明（ベンダー資格） クラウド

3 AWS認定ソリューションアーキテクト - アソシエイト
ITインフラおよびITサービスの構築を行う設計担当者を対象としたAWS（Amazon Web
Services）の認定資格（ベンダー資格）

クラウド

4
Certified in Risk and Information Systems Control
(CRISC)

ITやビジネスリスクを特定・管理する業務に携わる人向けの資格で，3年以上の実務
が必要

ビジネス

5 情報システムセキュリティプロフェッショナル認定 (CISSP)
ベンダー中立の情報セキュリティ専門知識を証明する資格で，情報セキュリティ分野
で最低5年の経験が要求（（ISC)2 認定資格保持者から推薦要）

セキュリティ

6 公認情報セキュリティマネージャ (CISM)
企業の情報セキュリティを管理・構築することに焦点を当てた資格で，5年以上の実
務が必要（3年に1回更新要）

セキュリティ

7 プロジェクトマネジメント・プロフェッショナル (PMP®)
PMI® (Project Management Institute)が認定するプロジェクトマネジャーの国際資
格（3年に1回更新要）

ビジネス

8
NCP-MCI - Nutanix Certified Professional - Multicloud
Infrastructure

Nutanix（サーバー、ストレージ、SANスイッチを統合した製品）における基本的なスキ
ルとアーキテクチャーを理解していることを証明（ベンダー資格）

クラウド

9 Certified Information Systems Auditor (CISA)
情報システムの監査および，セキュリティ，コントロールに関する高度な知識，技能と
経験を有することを証明（3年に1回更新要）

セキュリティ

10
VCP-DVC - VMware Certified Professional - Data Center
Virtualization 2020

VMwareソリューションの導入・展開のための技術を有することを証明（ベンダー資格） サーバ・仮想化

11
MCSE（Microsoft Certified Solutions Expert）: Windows
Server

Microsoft Windows Server関連の設計・実装スキルを持った専門性の高いエンジニ
アであることを証明（ベンダー資格）

サーバ・仮想化

12 Microsoft Certified: Azure Administrator Associate
Azureの管理を担当する人向けの資格です。組織の Microsoft Azure 環境の実装，
管理，監視に関する専門知識を証明（ベンダー資格）

クラウド

13
CCNP Enterprise - Cisco Certified Network Professional
- Enterprise

大規模ネットワークの導入，設定，およびトラブルシューティングを行う能力が要求さ
れる資格（ベンダー資格）

ネットワーク

14 Citrix Certified Associate - Virtualization（CCA-V） Citrixの認定資格で，特に仮想化に関する知識を証明（ベンダー資格） サーバ・仮想化

15 CompTIA Security+
セキュリティスキルおよび知識を評価する国際的に認められた資格で，特定のベン
ダーの技術や製品に依存しない（最低2年間の業務経験が必要）

セキュリティ

I ~ 
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同じ日に，同じ問題を使用して実施するものである（表２）． 

なお，情報処理技術者試験並びに相互認証をしている各国の試験及び資格のうち，法務

省告示に定められているものの合格者及び取得者に対しては，日本での就労に必要な「技

術・人文知識・国際業務」の在留資格に係る基準の特例が適用されており，アジア各国の

IT人材を日本が受け入れやすくなっている． 

 

 

図 27 相互認証：各国の試験制度について（IPAホームページ［40］を基に筆者編集） 

 

表２ ITPECについて（ITPECホームページ［41］をより転載） 

 

※ 

※IP：「ITパスポート試験」，FE：「基本情報技術者試験」，AP：「応用情報技術者試験」 

インt≪7)試験区分名 日本の試験区分名 シンガボー）ゆ匹躯分名 I 日本の鵡区分名

・A'Level Course 

'B'Level Course 

'Clevel Course 

輪目の試験区分名

情報処涅技師

情報処且匹技師

台コの拭験区分名

匹設

綱路遠訊頃

責訊安全冒違

フィリ ピン

タイ

ペトナム

ミャンマー

モンコル

基本情報技衛者 CITPM I プロジェクトマネージャ
(Certified IT Project Manager) 

応用情報技術者

システムアーキテクト 中国の試験区分名 日本の困到彩沼

日本の試駿区分名
信息系婉瑛目雹理晦 プロジェクトマネージャ

応用情瑶技術者
系統分析師 システムアーキテクト

系没＋リiii

墨本情報技術者
数系卿 データベーススペシャリスト

日本の拭験区分名
岡路工程師 ネッ トワークスベシャリスト

ソフトウエア闘発技砥き
欽件没廿郷 応用情禄技術者

テクニカルエンジニア （ネットワーク）

慣飯セキュリティアドミニストレータ 程序昂 塁本情報技術者

1 試験実施機関 I 一Philippine National IT Standards Foundation Inc. 
(PhilNITS) 

National Science and Technology Development Agency 
(NSTDA) 
Career for the Future Academy 

Hi-tech Incubation and Training Center (HITC) 

(IヨVietnamTraining and Examination Center (VITEC)) 

Myanmar Computer Federation (MCF) 

National IT Park (NITP) 

IP,FE,AP 

IP,FE,AP 

IP,FE,AP 

IP,FE,AP 

IP,FE,AP 

パンクラデシュ
Bangladesh IT Engineers Examination Center (BD-
ITEC) 

FE, (IP, AP) 
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 以上，世界（米国／アジア）で実施される IT資格試験の実態調査・分析により，情報

処理技術者試験は，国際的な IT資格と比べて特徴に隔たりがあり，改善の余地があるこ

とが分かった．一方，アジア各国の試験制度との間では，相互認証により IT人材を日本

が受け入れやすくする取り組みが行われていた． 

 本章で述べた研究結果を一覧にまとめる（表３）．第１節では，免許更新制についてほ

とんど対応できていないことが分かった．また第２節では，レベル４だけでなく，レベル

３の合格者数（応募者数）も減少傾向にあることが分かり，第３節において，その将来予

測を行った．さらに第４節では，国際的な IT資格の特徴を明らかにした．研究結果を踏

まえた情報処理技術者試験制度の改善策については次章で述べる． 

 

表３ 研究結果一覧 

 

  

文章番号 研究内容 研究結果

第２章
第１節

 情報処理技術者試験制度の４つの課題
 に対する実態調査・分析

 三木（2018）が指摘する４つの課題のうち，３つは現行制
 度により対応済みであるが、残り１つの免許更新制につ
 いては，ほとんど対応できていない．

第２章
第２節

 レベル別合格者数（応募者数）とIT人材
 像に関する調査・分析

 情報処理技術者試験の合格者数（応募者数）は，レベ
 ル４だけでなく，レベル３も減少傾向にある．またユー
 ザー企業は先端領域のIT人材を求めていない．

第２章
第３節

 情報処理技術者試験レベル別合格者数
 （応募者数）の将来予測

 情報処理技術者試験の「応用情報（レベル３）」と「高度
 試験（レベル４）」の合格者数（応募者数）は将来，減少
 することを予測した．

第２章
第４節

 世界（米国／アジア）で実施されるIT資格
 試験の実態調査・分析

 国際的なIT資格は，情報処理技術者試験と比べ，免許
 更新制や実務経験を条件としている点に違いがある．
 また多くのアジア各国のIT資格試験と相互認証している．
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第三章 まとめ 

第１節 結論 

 前述の研究方法（第一章，第６節）で述べたように，下記（１）～（４）の順に研究を

進め，その研究結果を前章で述べた． 

（１）現行の情報処理技術者試験制度の実態を調査・分析する． 

（２）現行の情報処理技術者試験のレベル別合格者数（応募者数）および IT人材で重要と

考え，育成したい人材について，調査・分析する． 

（３）IT人材不足の解消を促進する新たな目標指標を検討する． 

（４）世界で実施される IT資格試験について，実態を調査・分析する． 

 本章では，その研究結果により考察し，導いた IT人材の裾野拡大に寄与する改善策を，

第１項～第４項に述べる． 

 

第１項 現行の情報処理技術者試験制度の実態調査・分析より導いた改善策 

 三木（2018）は，下記（１）～（４）の課題を指摘していたが，情報処理技術者試験制

度では，そのうちの（１）～（３）の課題に対して対応が行われていることを確認した．

しかしながら，（４）の免許更新制の検討については，情報処理技術者試験 13区分のうち

実施されているのが情報処理安全確保支援士試験のみである．従って，他の試験区分につ

いても適用拡大し，IT人材の知識・技能の水準を維持・向上を図る施策が必要である． 

（１）高度な設備やシステムへの対応 

（２）技術の変化への対応 

（３）無線通信技術以外の技術の知識を併せ持つ人材の育成 

（４）免許更新制の検討 

 

第２項 レベル別合格者数（応募者数）の実態調査・分析より導いた改善策 

 前述（第一章，第３節，第４項）の『IT人材白書』の調査において，ユーザー企業はレ

ベル４以上の（高度な知識・スキルを有する）IT人材を求めていると推測した．また，仮

説（第一章，第５節）では「先端 IT人材よりも IT事業をマネジメントできるレベル４の

情報処理技術者試験の合格者を増やす必要がある」と述べたが，調査・分析の結果，レベ

ル４だけでなく，レベル３の合格者数（応募者数）が増えていなことが分かった．従って，

レベル４の合格者数（応募者数）を増やすことは必要であるが，まずはレベル３の合格者
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数（応募者数）を増やして裾野を広げ，そのうえでレベル４の合格者数（応募者数）を増

やす改善策を提案したい．なぜなら，情報処理技術者試験は「下位の試験区分の合格を足

掛かりに，より上位の試験区分を目指すこと」kで，自身のスキルを一歩ずつ向上させる試

験体系になっており，レベル３の合格者を増やすことなく，レベル４の合格者を増やすこ

とは難しいからである． 

さらに分かったことは，仮説の通り，ユーザー企業は決して先端 IT人材を求めているわ

けではないということである．“IT人材育成”から受けるイメージは，AI，IoT，データサ

イエンスなどのエンジニアの育成であるが，『IT人材白書』や『DX白書』のアンケート結

果から得たユーザー企業が求める IT 人材は，IT 事業（デジタル事業）を主導するマネー

ジャーl（リーダー）である．情報処理技術者試験には，IT事業（デジタル事業）を主導す

るマネージャー（リーダー）を認定する試験区分として，「プロジェクトマネージャ試験」

［４］や「ITサービスマネージャ試験」［４］などのマネジメント系試験がある．また，エンジ

ニア系試験として「ネットワークスペシャリスト試験」［４］や「データベーススペシャリス

ト試験」［４］などがある．例えば，マネジメント系試験とエンジニア系試験の両方の合格者

には，現行の情報処理技術者試験制度を見直し，新たに創設した国家資格を付与するなど，

IT人材のマネジメント強化を図る施策が必要であると考える．  

 

第３項 IT人材不足の解消を促進する新たな目標指標の提示 

 前述したように，IPAが情報開示する『第四期中期目標』における指標（図７）は低く見

積もり過ぎており，何の手立ても講じなければ，「応用情報（レベル３）」と「高度試験（レ

ベル４）」の合格者数（応募者数）は将来，減少することを予測した（図 25，図 26）． 

それでは，新たな目標指標について何を基準に設定すればよいであろうか．著者は，経

済産業省が図６で示した，IT人材の需要の伸び率（中位シナリオ）に比例した応募者数

の予測値を目標指標とすることを提案する（図 28）．なぜなら，応募者数を IT人材の需

要の伸び率に比例させることにより，経済産業省と連携した情報処理技術者試験制度の効

果検証に取り組みやすいからである．また，「応用情報（レベル３）」と「高度試験（レベ

ル４）」の応募者数の将来予測を減少傾向から増加傾向に変えることにより，積極的かつ

前向きに目標指標に取り組む動機づけになると考えたからである． 

 
k 試験のメリット（IPAホームページ［32］より引用） 
l 文献により，マネージャー，マネージャ，マネジャーなど表記は様々であるが，本稿で

はマネージャーを使用する． 
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図 28 情報処理技術者試験応募者の将来予測（IT人材数の伸び率による算出） 

（IPA『統計資料（令和３年度）』［34］を基に筆者作成） 

 

 

図 29 情報処理技術者試験合格者の将来予測（IT人材数の伸び率による算出） 

（IPA『統計資料（令和３年度）』［34］を基に筆者作成） 
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目標指標の提示に対して，具体的な施策が無ければ合格者数（応募者数）を増やすこと

ができない．合格者数（応募者数）を増やすための提言を今後の課題（第３節）で述べ

る．なお，情報処理技術者試験の合格者数は，試験の難易度により増減するため，提言は

合格者数（図 29）ではなく応募者数（図 28）に限定する． 

 

第４項 世界で実施される IT資格試験の実態調査・分析より導いた改善策 

 国際的な IT資格（表１）は，情報処理技術者試験と比べ，免許更新制や実務経験を条件

としている点に違いがあった．免許更新制は知識・技能の継続的な維持・向上を図るため

に必要と考えられ，また，実務経験は実務能力の有無を評価するために必要と考えられる．

情報処理技術者試験制度への適用は，2009 年 4 月から 10 年以上続いているにもかかわら

ず 2022 年度に廃止を見込んでいる教員免許更新制なども参考にして，効果が得られるの

かどうかを十分に評価したうえで取り組む必要がある． 

 その他の特徴として，国際的な IT資格は多言語をサポートしているものが多い．世界に

広く普及するためには，多言語対応にすることが有利であり，情報処理技術者試験につい

ても今後検討すべき施策であると考える． 

 アジア各国で実施されている IT資格試験の実態を調査・分析したところ，多くの国で情

報処理技術者試験と相互認証を行っており，在留資格に係る基準の特例が適用されるなど

のメリットがある．日本の IT人材不足解消を促進するため，このような運用が行われてい

ることを国内外へ広く情報発信し，前述の国際的な IT 資格のしくみの適用と併せて宣伝

すれば，海外の IT人材を今よりも多く取り込む効果が期待できる． 

 

第２節 評価 

 本研究は，背景（第一章，第２節）で述べた疑問をきっかけとして，先行研究調査（第

一章，第３節）を行い，その結果から問題意識（第一章，第４節）を持ち，仮説を設定，

改善策の提案を研究の目的（第一章，第５節）として取り組んだ．IPA が情報開示または

発行している資料を中心とした実態の調査・分析により仮説を検証し，その内容を研究結

果（第二章）で述べ，考察により導いた改善策を結論（第三章，第１節）で述べた．  

現時点の自己評価は次の（１）～（３）であり，不十分な点や今後の課題はなお残るが，

引き続き改善に取り組む予定である． 

（１）情報処理技術者試験の活用割合を目標指標とした従来の考え方を見直し，IT人材の
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需要の伸び率に従った応募者数を目標指標とした新たな考え方は，目標達成の難易

度が高くなるが，積極的かつ前向きに取り組むことができ，IT 人材育成を促進する

提案ができたと自己評価している． 

（２）情報処理技術者試験は，スキルのレベルとの対応ができる点に優位性がある．試験

合格により評価されるはずのスキルが信頼できないものであると，情報処理技術者

試験そのものが活用されなくなる恐れがある．本研究では十分に取り組むことがで

きなかったが，「情報処理技術者試験のスキル評価がどのように見られているのか」

や，「情報処理技術者試験のスキルは正確に測定できているのか」を注視し，情報処

理技術者試験のスキル評価の信頼性を高めるための取り組みを継続する必要がある． 

（３）結論（第１節）で提示した改善策のうち，第２項では「応用情報（レベル３）」と「高

度試験（レベル４）」の応募者数を増やすことを述べた．また，第３項では目指すべ

き目標指標を提案したが，目標指標だけ示されても具体的な施策が無ければどのよ

うに取り組めばよいのかが分からない．そこで，４つの具体的な施策を次節で提言

する． 

 

第３節 今後の課題（応募者数を増やすための４つの提言） 

 新たな目標指標に沿って「応用情報（レベル３）」と「高度試験（レベル４）」の応募者

数を増やす取り組みは，より具体的な施策の提言が必要であると考え，以下の第１項～第

４項に筆者の案を述べる． 

 

第１項 応募者数の少ない地域や業種に対する広報活動 

 応募者数を増やす取り組みとして考えられるのは広報活動である．企業や教育機関に対

して試験紹介パンフレットやポスターを配布する，直接訪問して情報処理技術者試験制度

の宣伝を行うなど様々な方法が考えられるが，対象を絞らずに行う広報活動は非効率であ

り，際限なくコストがかかる．そこで，都道府県別の応募者数や業種別の応募者数を調査

し，少ない地域や業種に対して重点的に行うことを提言する． 

図 30は，人口の多い順に都道府県を並べ，各都道府県の人口 10万人当たりの応募者数

を棒グラフで表したものである（折れ線が人口を示す）． 
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図 30 都道府県別人口 10万人当たりの応募者数 （縦棒）と人口（折れ線） 

（IPAホームページ［42］，「ITパスポート試験」ホームページ［43］および 

総務省統計局ホームページ［44］を基に筆者作成） 

 

 全体として，人口の多い地域が応募者数も多くなる傾向を示しているが，人口が多くて

も応募者数が平均を下回っている地域があり（緑枠），それらは広報活動の重点対策地域に

すべきである．いずれも面積が比較的大きいため，試験会場の不便さが応募者数に影響し

ている可能性がある（令和３年度秋期試験における試験地の一覧を図 31に示す）．引き続

き調査・分析を行い，応募者数との関連性を明らかにしたうえで，さらなる施策を検討す

べきである（例えば，試験地を増やすなど）． 

 

図 31 『令和３年度秋期試験案内書』（IPAホームページ［45］より転載） 
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きさとは関連性が低く，他の要因との関連性を調査したところ，都道府県別統計とランキ

ングを紹介するサイト［46］のパソコン普及率において，青枠の地域（滋賀県，奈良県，北

陸３県，島根県）がランキングの上位に入るという高い関連性を示していることを発見し

た（図 32）．その関連性が偶然であるのかどうか，引き続き調査・分析を行う必要がある

が，家庭におけるパソコンの普及が ITに関心を持つことのきっかけとなり，情報処理技術

者試験への応募者数に影響している可能性は高いのではないかと推測する． 

なお，図 32のパソコン普及率は 2009年の全国消費実態調査を基にしているため，さら

に新しい全国消費実態調査（2014 年）を基にしたランキングについては，付録で述べる． 

 

 

図 32 パソコン普及率（2009年） 

（都道府県別統計とランキングで見る県民性サイト［46］より転載） 
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図 33 スマートフォン普及率（2018年） 

（都道府県別統計とランキングで見る県民性サイト［46］より転載） 

 

 

 図 33は，都道府県別スマートフォン普及率のランキングを示したものである．青枠の地

域（滋賀県，奈良県，北陸３県，島根県）が，パソコン普及率（図 32）と比較して順位を

大きく落としており，スマートフォンの普及率と情報処理技術者試験の応募者数との関連

性は低い． 

三重県の場合，人口に対して応募者数は多いとは言えないが（図 30の赤枠），パソコン

の普及率は比較的高い（図 32の赤枠）．パソコン普及率と情報処理技術者試験の応募者数

との関連性が高いことを明らかにできれば，三重県には何らかの IT 人材育成施策をきっ

かけとして，応募者数を増やすポテンシャルがあるといえる． 

次に，応募者数が少ない業種に対する考察を行う．図 34は，応募者数の多い業種順に並

べ，グラフ化したものである（無職，その他無記入は右端に示す）． 
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図 34 令和３年度業種別応募者数（IPAホームページ［47］を基に筆者作成） 

 

我が国は「IoT，ロボット，AI 等の先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ，格

差なく，多様なニーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供」mする新たな社会の実

現をめざしており，応募者数が少ない業種（図 34の赤枠）に対してこそ，応募者数を増や

す必要がある．昨今は，新型コロナウイルス感染症拡大の影響で，行政サービス，医療・

介護および教育分野のデジタル化の遅れが特に注目されているが（図 34の点線枠），今後

は，特定の業種に関係なく IT人材を増やし，「経済発展と社会的課題の解決を両立」させ

ることが必要であると考える． 
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第２項 教育機関との連携 

 学校教育では，「新学習指導要領において，社会生活において必要不可欠となりつつある

情報活用能力を，言語能力，問題発見・解決能力等と同様，学習の基盤となる資質・能力

として教科横断的に育成する旨が明記され，小・中・高等学校を通じてプログラミング教

育が段階的に実施」［49］されている．特に，高等学校では，「令和４年度から，全ての生徒

が必ず履修する科目（共通必履修科目）として「情報Ⅰ」を新設し，生徒の卒業後の進路

を問わず，情報の科学的な理解に裏打ちされたプログラミング的思考力や情報モラル等，

情報活用能力を育む教育を一層充実」［49］していくことになっている．また，令和 7年度大

学入学者選抜に係る大学入学共通テストより「情報Ⅰ」が出題予定である．このような状

況から，「ITパスポート試験」では，2022年４月より高等学校学習指導要領「情報Ⅰ」に

基づき，出題範囲・シラバスn等の見直しを行い，プログラミング的思考力等の出題を追加

予定である．（図 35） 

 

図 35  「ITパスポート試験」における出題範囲・シラバスの一部改訂について（高等

学校情報科「情報Ⅰ」への対応など）（IPAホームページ［49］より転載） 

 

 「ITパスポート試験」は，『CCSF』のレベル定義におけるレベル１に相当するため，結論

（第三章，第１節，第２項）で述べたレベル３およびレベル４の合格者数（応募者数）を

増やす取り組みとしては不十分である．今後は，他の上位の試験区分についても出題範囲・

シラバス等の見直しを検討し，さらなる教育機関との連携を図っていくとともに，「IT パ

 
n 情報処理技術者試験のそれぞれの試験区分の人材像に照らし，必要となる知識・技能の

幅と深さを体系的に整理，明確化した資料 

(1) 「期待する技術水準」

高等学校の共通必履修科目 「情報 I」に基づいた内容 （プログラミング的思考力、情報デザイン、デ

ータ利活用 等）を追加しました。

<2) r出題範囲」及び 「シラパス」
高等学校の共通必隠修科目 「情報I」に基づいた内容 （プログラミング的思考力、＇情報デザイン、デ

ータ利活用等｝に関連する項目 ・用語例を追加しました。なお、輌報モラル（情報倫理）について

は、前回の改訂(「Nパスポート試験シラバス」Ver.5.0)で先行して追加しています。

(3)出題内容

プログラミング的思考力を悶う擬似言語を用いた出題を追加します。また、信報デザイン、データ利

活用のための技術、考え方を問う出題を強化します。なお、試験時間、出題数、採点方式及び合格基

準に変要はありません．

擬似言語を用いた出題については、擬似言語の記述形式及びサンプル問題も公開しました．
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スポート試験」の合格者がより上位の試験区分を目指したいと思わせる出題内容にしてい

くことが必要であると考える． 

 

第３項 CBT方式の適用拡大や合格証書などのデジタル化推進 

 現在，「IT パスポート試験」［４］（レベル１），「基本情報技術者試験」［４］（レベル２）お

よび「情報セキュリティマネジメント」［４］（レベル２）の３つの試験区分が CBT（Computer 

Based Testing）方式で行われている．CBT方式の特徴は，「受験のしやすさ」，「学習計画

の立てやすさ」および「申込みから結果の確認までの迅速化」であり（図 36），従来の筆記

による方式に比べて受験者の利便性が増し，情報処理技術者試験の合格者数（応募者数）

を増やすうえで効果的な手段であると考える． 

 

図 36 CBT方式の試験の説明（「ITパスポート試験」ホームページ［50］より転載） 

 

今後は，「応用情報（レベル３）」および「高度試験（レベル４）」についても CBT方式へ

の適用拡大を進め，合格者数（応募者数）を増やす効果を得たいが，以下の課題の解決が，

CBT方式を推進するうえで必要となる． 

（１）実施済みの各試験は，いずれも多岐選択式の出題のため，機械的な採点に向いてい

るが，「応用情報（レベル３）」や「高度試験（レベル４）」は，記述式または論述式

問題の出題がされるため，受験後速やかに試験結果を公表できない（採点に人手が

掛かる）． 

（２）問題冊子にメモ書きしたり，下線や取消線を引いたりすることができず，受験者の

l CBT~j 
筆記による方式の試験と比べ、 CBTでIi):欠のような特徴があります。

1. 受験のしやすさ

■随時、試験を実施しています。
■都合の良い試験日時・会場を選択して受験することがでさます。

2. 学習計画の立てやすさ

●個人では学醤目標に合わせて受験計画が立てやすくなります。

■企業、教育機関では、研修や講座などのスケジュールに合わせて受験計画が立てやすくなりま
す。

3. 申込みから結果の確認までの迅速化

●試験申込みから受験までの期間が大幅に短織されます。

■受験後速やかに試験結果を確認することができます。
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利便性が悪くなる恐れがある（メモ用紙は用意される）． 

（３）数ページにわたる長文の問題では，探したい箇所が見つけにくく，解答効率が悪く

なる恐れがある（テキストの強調表示機能はある）． 

情報処理技術者試験は，新技術（AI，ビッグデータ，IoTなど）への対応について問うも

のであるので，上記の課題は IT技術による解決を図りたい．例えば，課題に挙げた記述式

問題の採点では，手入力答案を AIにより自動採点させるなどの検討を進めるべきである．

自動採点技術の進歩にはめざましいものがあり，日本経済新聞に掲載された「大学入学共

通テスト・国語の試行調査２年分，12万人のデータを用いた研究の成果」の記事oでは，「人

間の採点と平均で 96％が一致した」との研究成果がある．今後の課題として，「採点デー

タなしに採点を行うこと」と「社会からの信頼の確保」が挙げられているが，実用化でき

れば，採点の手間が減り，合格発表までの期間を短縮することができる．CBT 方式の適用

拡大を一気に推進できるものと期待される． 

 次に，合格証書のデジタル化について述べる． 

 現在，情報処理技術者試験の合格者に対して交付される合格証書は紙である．この合格

証書をデジタル化（以下，デジタルバッジ）することができれば，スマートフォン等で手

軽に証明することができ，受験者の利便性が向上する（図 37）．また，デジタルバッジを

増やすことが，上位の試験区分の合格を目指す学習意欲になることも期待できる． 

 日本では事例がほとんどないが，海外では IT ベンダー資格においてデジタルバッジが

普及している．デジタルバッジが国内の産業界・教育界に広く普及すれば，認知度が向上

し，情報処理技術者試験の合格者数（応募者数）の増加が期待できる． 

 

図 37 スマートフォン等で手軽に証明できるデジタルバッジ 

（日本経済新聞電子版［51］より転載）  

 
o Future of education（日本経済新聞 2021年 12月 21日） 
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 世界的な技術標準規格に基づくデジタルバッジであれば，異なる資格のデジタルバッジ

をまとめて一元管理することもでき（図 38），利用者の利便性はさらに向上する． 

 

図 38 デジタルバッジのプロフィール画面 

（Credly社提供サイト［52］を基に筆者編集） 

 

第４項 スキル評価の信頼性を高めるための他組織との連携推進 

 情報処理技術者試験の合格者数（応募者数）を増やすためには，そのスキル評価の信頼

性を高めることが必要である．そのための取り組みとして，リクルートワークス研究所に

おける事例との連携案を考えたので，その内容を以下に述べる． 

 リクルートワークス研究所では，デジタル社会を生き抜くために企業が働く人々のリス

キリングをどのように進めればよいか，その手法を４つのステップで紹介している（図 39）． 

 

図 39 『リスキリングする組織』 

（リクルートワークス研究所ホームページ［53］を基に筆者編集） 
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Step_１の「スキルを可視化する」では，現在の保有スキルを明確化する仕組みとして下

記（１）と（２）があると述べられているが，日本企業においては，なかなかうまくいっ

ていないとの懸念が示されている． 

（１）これまでの経験や職務内容から，そこで得ているはずのスキルを抽出する仕組み 

（２）個人による自己申告でスキルを明らかにする仕組み 

 リクルートワークス研究所のようなリスキリングpを進めようとするコンサルティング

会社に対し，スキル評価の手段として情報処理技術者試験の活用を提案し，手法の中に組

み込んでもらえれば，コンサルティングを受ける企業の活用が広がった時に，併せて情報

処理技術者試験の信頼性を高めることができると考える．反対に，活用してもらえない場

合は，「情報処理技術者試験のスキル評価がどのように見られているのか」を調査・分析し，

その原因を探るきっかけにすることができる． 

 上記のリクルートワークス研究所の事例は，これから情報処理技術者試験との連携を検

討開始することになるが，既に連携実施済みの団体（情報処理学会など）がある．情報処

理学会では「認定情報技術者制度」（以下，CITPq制度）を創設し，その中で情報処理技術

者試験が活用されている．CITP制度のホームページrでは，「ITスキル標準では，情報処理

技術者のレベルを 7段階に分けて定義していますが，本制度はレベル４以上の上級技術者

を対象としています．ITスキル標準で定められたスキル評価方法に基づき，所定のレベル

に相当する能力を有すると判定された技術者を CITP として認証し，情報処理学会にて認

定証を発行します」と紹介されている．また，情報処理技術者試験との関係としては，「CITP

制度は情報処理技術者試験を補完し，国際標準への準拠を推進する制度です．本制度では，

情報処理技術者試験で確認された知識や技能を前提として，実際に業務や社会活動で活用

する能力の評価を行います」と紹介されており，その合格が申請の前提条件となっている

（図 40）． 

  

 
p リスキリングとは，「新しい職業に就くために，あるいは，今の職業で求められるスキ

ルの大幅な変化に適応するために，必要なスキルを獲得する／させること」（リクルート

ワークス研究所ホームページ［53］より引用） 
q Certified IT Professionalの略称 
r https://www.ipsj.or.jp/citp.html 
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図 40 掛下哲郎「高度 IT資格制度の創設に向けた取り組みの現状と課題」 

（情報処理学会ホームページ［54］を基に筆者追記（右下網掛部分）） 
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本稿の結びとして，結論（第三章，第１節）で述べた IT人材の裾野拡大に寄与する

改善策と今後の課題（第三章，第３節）で述べた応募者数を増やすための具体的な施

策一覧をまとめる（表４）．右端の新規区分における“◎”は，先行研究には無い，本

研究の調査・分析により導いた筆者のオリジナルの提言内容である．また“○（一部

実施済み）”は，すでに実施済みの施策であるが，さらに適用拡大すべきとして新たに

提言するものである． 

 

表４ IT人材の裾野拡大に寄与する改善策と応募者数を増やすための施策一覧 

 

 

  

応募者数を増やすための具体的な施策

第３章
第１節
第１項

○（一部
実施済み）

 ①応募者数の少ない地域や業種に対する広報活動 ◎

 ②教育機関との連携（小・中・高等学校における
　　プログラミング教育の段階的実施に合わせた
　　出題範囲・シラバス等の見直し）

○（一部
実施済み）

 ③CBT方式の適用拡大や合格証書などのデジタル
　化推進

○（一部
実施済み）

 ④スキル評価の信頼性を高めるための他組織との
　  連携推進

◎

◎

第３章
第１節
第３項

◎

○（一部
実施済み）

◎

○（一部
実施済み）

　IT人材の需要の伸び率に比例した応募者数の予測値を目標指標
　とする．

第３章
第１節
第４項

　免許更新制の適用と実務経験条件の追加検討

　多言語（日本語以外）のサポート

文章番号
　IT人材の裾野拡大に寄与する改善策

　情報処理技術者試験との相互認証試験を国内外へ情報発信し，
　海外IT人材を取り込む．

新規区分

　情報処理安全確保支援士試験以外の免許更新制の適用拡大

第３章
第１節
第２項

　レベル４の合
　格者数（応募
　者数）だけで
　なく，レベル３
　の合格者数
　（応募者数）
　を増やす．

　IT事業を主導するマネージャーを育成する　（例えば，マネジメント
　系試験とエンジニア系試験の両試験の合格者に与える新たな国家
　資格の創設）
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付録 都道府県別パソコン・タブレット端末普及率（2014年） 

 前述（第三章，第３節，第１項）の「合格者数（応募者数）の少ない地域や業種に対す

る広報活動」において，情報処理技術者試験への合格者数（応募者数）とパソコン普及率

に高い関連性があることを述べた．ただし，パソコン普及率のデータが 2009年の全国消費

実態調査を基にしていたため，2014年の全国消費実態調査の結果を改めて調査した（図 41）． 

 

図 41 都道府県別パソコン・タブレット端末普及率 

（政府統計の総合窓口（e-Stat）サイト［55］を基に筆者編集） 

パソコン（デスクトップ型） パソコン（ノート型） タブレット端末
福井県 45.9 滋賀県 73.3 東京都 29.9

岡山県 44.1 東京都 68.9 神奈川県 27.8

神奈川県 43.3 福井県 67.1 福井県 25.2

奈良県 43.3 富山県 67.0 静岡県 24.7

東京都 42.8 奈良県 66.6 愛知県 24.2

大阪府 41.9 京都府 66.1 京都府 23.9

 北海道 41.8 兵庫県 66.0 大阪府 23.8

富山県 41.3 神奈川県 65.6 奈良県 23.4

千葉県 41.2 埼玉県 65.5 埼玉県 23.1

愛知県 40.8 愛知県 65.3 千葉県 22.8

滋賀県 40.8 新潟県 65.0 兵庫県 22.6

兵庫県 40.8 長野県 64.9 群馬県 22.3

埼玉県 40.0 静岡県 64.3 三重県 21.8

岐阜県 39.9 山形県 64.1 広島県 21.6

京都府 39.7 岐阜県 63.8 岡山県 21.5

香川県 39.5 千葉県 63.6 富山県 21.3

徳島県 39.2 石川県 63.1 滋賀県 21.0

群馬県 39.1 三重県 63.1 岐阜県 20.7

愛媛県 38.8 鳥取県 62.9 福岡県 20.7

和歌山県 37.9 広島県 62.9 茨城県 20.6

三重県 37.8 群馬県 62.5 山梨県 20.6

静岡県 37.6 茨城県 62.4 栃木県 20.4

広島県 37.4 栃木県 62.1 鳥取県 20.4

福岡県 37.0 香川県 62.0 香川県 20.0

長野県 36.6 山梨県 61.9 和歌山県 19.7

茨城県 36.5 佐賀県 61.5 石川県 19.5

石川県 36.0 大阪府 61.2 山形県 19.0

山形県 35.8 島根県 60.8 大分県 18.9

山梨県 35.4 和歌山県 60.2 新潟県 18.7

鳥取県 35.1  岩手県 59.6 島根県 18.6

大分県 35.1 福岡県 59.2 佐賀県 18.6

 宮城県 35.0 岡山県 59.0 徳島県 18.4

長崎県 34.5 愛媛県 58.5  北海道 18.1

栃木県 34.2 山口県 58.4 長野県 17.9

 岩手県 33.7  宮城県 57.6  宮城県 17.6

 秋田県 33.2 長崎県 57.5 長崎県 17.6

佐賀県 33.2 福島県 57.3 山口県 17.3

新潟県 32.9 徳島県 57.2 愛媛県 17.1

山口県 32.3 大分県 56.1 熊本県 17.1

宮崎県 31.2  秋田県 56.0 福島県 17.0

福島県 31.1 鹿児島県 55.0 沖縄県 16.7

高知県 31.1  北海道 54.6 鹿児島県 15.7

鹿児島県 30.9 熊本県 54.3 宮崎県 15.4

 青森県 30.0 宮崎県 54.1  秋田県 14.7

熊本県 29.9 高知県 47.7 高知県 14.7

沖縄県 28.6 沖縄県 44.3  岩手県 14.5

島根県 27.6  青森県 43.0  青森県 12.1
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2014 年の全国消費実態調査では，2009 年には区別されていなかったパソコンが細分化

され，パソコン（デスクトップ型），パソコン（ノート型）およびタブレット型に分類され

ている．人口が少ないにもかかわらず合格者数が比較的多い地域（図 30の青枠）が，どこ

にランキングされているのかを見ると，パソコン（デスクトップ型）とパソコン（ノート

型）では，石川県，島根県を除いて上位に入っている．一方，タブレット型では，富山県，

滋賀県が下位に後退しており，関連性が低くなっている．従って，パソコン（デスクトッ

プ型）とパソコン（ノート型）に限れば，2009年の調査と同じく高い関連性を示している

（タブレット型では，関連性が低い）．関連性の有無については，継続して原因を探りたい． 
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